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鷹栖町総務課







■申込期間 令和８年９月16日（水）から令和８年10月２日（金）
■入札日時 令和８年10月16日（金）午前９時00分



買い受けを希望される方は必ずお読みください。
この入札に参加するには、事前に申込みが必要です。




物件は現状による引渡しとなりますので、
十分にご確認ください。

令和８年10月16日に鷹栖町が行う、町有地売払い条件付一般競争入札について、次の事項をご確認のうえ、参加してください。

（概要）
一般競争入札で、町が定めた予定価格（最低売払い価格）以上で最も高い価格により入札した方を購入者（落札者）として決定します。


１．一般競争入札物件及び予定価格（最低売払い価格）
[bookmark: _Hlk238637018]（参考）物件は北野市街案内看板用地
（１）土地の表示
	所在
	地番
	地目
	地積

	上川郡鷹栖町北野西３条１丁目
	50番490
	宅地
	115.00㎡



（２）構造物の表示
	[bookmark: _Hlk238637037]所在
	設置地番
	種類

	上川郡鷹栖町北野西３条１丁目
	50番490
	看板、引込柱



（３）予定価格（最低売払い価格）
　345,000円


２．一般競争入札に参加することができる者の要件
次の（１）から（７）のいずれにも該当しない個人又は法人は参加申込みできます。
（１）地方自治法第238条の３に規定する公有財産に関する事務に従事する職員
（２）地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当する者
（３）地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する者で、当該各号に該当する事実があつた日から２年を経過していないもの
（４）会社更生法(平成14年法律第154号)の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの更生手続開始の決定がされていないもの
（５）売払い物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号)第２条に規定する暴力団の事務所又は活動の用に供しようとする者
（６）無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律(平成11年法律147号)第５条第１項の規定による監察処分を受けた団体及び当該団体の役員若しくは構成員
（７）町税等を滞納している者


３．売払い条件
（１）買受者は入札の日から７日以内に売買契約を締結すること。
（２）契約締結後30日以内に売払い代金の残額を一括で納入すること。
（３）土地は現状有姿で、構造物等を含めた引き渡しとします。
（４）地盤、地下埋設物、土壌等の調査は実施しておりません。
（５）売払い物件について、隣接土地所有者、地域住民等との調整等が生じた場合は、すべて買受者において行っていただきます。
（６）買受者は、契約締結後速やかに本件構造物の解体工事に着手し、契約締結から１年以内に完了すること。
（７）買受者は、本件土地を取得後、自己の責任と費用において、更地とすること
（８）その他、「普通財産（土地）売買契約書（構造物解体撤去条件付）（案）」に示すとおり。


４．入札参加申込書の提出期間及び場所
令和８年10月２日（金）午後５時15分までに、次の書類を鷹栖町総務課財務係まで提出してください。郵送による受付も行いますが、この場合は郵送で提出する旨を事前に連絡したうえで、令和８年10月２日（金）午後５時15分まで必着とします。
（1） 入札参加申込書
（2） 誓約書
（３）住民票（個人の場合）又は登記簿謄本（法人の場合）
（４）納税証明書（最新年度のもの）
（５）損益計算書（最近１年間の収支決算書）（法人の場合）
（６）印鑑証明書（発行後６カ月以内のもの）
※申請書類一式は、契約、非契約に関わらず返却いたしません。

５．一般競争入札参加者の決定
　「５．入札参加申込書の提出期間及び場所」で示した申込みに必要な書類を受理した方には、入札開催通知書を令和８年10月13日（火）までに送付いたします。
　入札開催通知書は大切に保管し、入札開催日当日に必ずご持参ください。



６．入札の方法
（１）入札の日時及び場所
令和８年10月16日（金）
開　場　：午前８時45分までに集合
入札開始：午前９時00分
　　場　所　：鷹栖町役場３階　委員会室Ａ　（上川郡鷹栖町南１条３丁目５番１号）
　※入札開始時間までに入室されなかった場合、参加を棄権したものとします。

（２）入札の参加者
入札参加申込書に記載された本人又は代理人が参加することができます。代理人の方が入札に参加される場合は、委任状が必要です。

（３）入札書の作成、提出方法等
・入札参加者は、所定の入札書に必要な事項を記載し、記名、押印ください。


（４） 入札の無効
次のいずれかに該当する入札は、無効とします。
・入札参加資格の無い者がした入札
・委任状を持参しない代理人のした入札
・入札金額が最低売却価格に満たない入札
・金額の訂正した入札及び重大な誤りが認められた入札
・代理人が入札に参加した場合、代理人の印鑑（委任状に押印したもの）が押印されていない入札
・入札に関し不正行為のあった入札
・その他、入札の条件に違反した入札


７．買受者の決定
予定価格（最低売払い価格）以上で最高価格をもって入札した者を買受者とします。
入札回数は１回とし、最高価格が同額の場合は、抽選により買受者を決定します。
なお、この買受者が契約を締結しなかった場合や、期日までに売買代金を納入しなかった場合、または入札の無効に該当することとなった場合は、予定価格以上で次に高い価格をもって入札した者を買受者とします。


８．契約の締結
買受者は、入札の日から７日以内に、町が指定した売買契約書により契約を締結していただき、売買契約締結後30日以内に、売払い代金を全額納付していただきます。
　なお、契約金額の10％に相当する契約保証金を、契約締結前に納付していただきます。

９．所有権の移転
（1） 売買契約締結後、売払い代金が完納されたときに所有権が移転するものとします。
（2） 土地は、現状有姿で構造物等を含めた引き渡しとなります。
（3） 所有権の移転登記は、売払い代金が完納され、買受者の請求により町が行います。
（4） 売買契約書に貼付する収入印紙および所有権移転登記に必要な登録免許税等は、買受者の負担となります。

10．地方自治法施行令（抄）
（一般競争入札の参加者の資格）
第百六十七条の四　普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。
一　当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者
二　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
三　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条第一項各号に掲げる者
２　普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とする。
一　契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。
二　競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。
三　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。
四　地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。
五　正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。
六　契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。
七　この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。
